
新規事業採択時評価 

 

 

【河川事業】 

（補助事業） 

 利根別川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・  １ 

 安平川（下流工区）大規模特定河川事業       ・・・・・・・・  ３ 

 富良野川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・  ５ 

 芭露川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・  ７ 

 別保川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・  ９ 

 気仙川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ １１ 

 芋川大規模特定河川事業              ・・・・・・・・ １３ 

 下内川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ １５ 

 滝川大規模特定河川事業              ・・・・・・・・ １７ 

 佐久間川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・ １９ 

 桜川大規模特定河川事業              ・・・・・・・・ ２１ 

 恋瀬川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ２３ 

 姿川大規模特定河川事業              ・・・・・・・・ ２５ 

 名草川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ２７ 

 旗川大規模特定河川事業              ・・・・・・・・ ２９ 

 男井戸川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・ ３１ 

 長門川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ３３ 

 石神井川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・ ３５ 

 小出川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ３７ 

 境川（下流）【朝日町工区】大規模特定河川事業   ・・・・・・・・ ３９ 

 今井川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ４１ 

 濁川大規模特定河川事業              ・・・・・・・・ ４３ 



 入山川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ４５ 

 平等川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ４７ 

 渋川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ４９ 

 八糸川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ５１ 

 黒沢川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ５３ 

 皿川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ５５ 

 浄土川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ５７ 

 大通川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ５９ 

 泉川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ６１ 

 動橋川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ６３ 

 飛騨川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ６５ 

 三滝新川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・ ６７ 

 七谷川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ６９ 

 大谷川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ７１ 

 法川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ７３ 

 武庫川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ７５ 

 七瀬川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ７７ 

 玉川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ７９ 

 笹ヶ瀬川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・ ８１ 

 砂川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ８３ 

 林田川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ８５ 

 土穂石川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・ ８７ 

 善蔵川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ８９ 

 古川大規模特定河川事業               ・・・・・・・・ ９１ 

 高瀬川・浜堂川大規模特定河川事業         ・・・・・・・・ ９３ 

 立間川・国安川・河内川大規模特定河川事業     ・・・・・・・・ ９５ 

 早岐川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ９７ 

 木葉川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・ ９９ 



 高山川大規模特定河川事業             ・・・・・・・・１０１ 

 万之瀬川大規模特定河川事業            ・・・・・・・・１０３ 

 旧江戸川事業間連携河川事業            ・・・・・・・・１０５ 

 弓取川事業間連携河川事業             ・・・・・・・・１０７ 

 大井川事業間連携河川事業             ・・・・・・・・１０９ 

 熊野川事業間連携河川事業             ・・・・・・・・１１１ 

 日和佐川事業間連携河川事業            ・・・・・・・・１１３ 

 那賀川事業間連携河川事業             ・・・・・・・・１１５ 

 高知地区事業間連携河川事業            ・・・・・・・・１１７ 

 

【ダム事業】 

（補助事業） 

 木屋川ダム再開発事業      ・・・・・・・・１１９ 
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担当課長名 藤巻　浩之

基準年度

令和8年度

残事業費（+10%～-10%） 6.6 6.9感度分析

事業名
（箇所名）

利根別川大規模特定河川事業
事業
主体

北海道
担当課 水管理・国土保全局治水課

実施箇所 北海道岩見沢市

主な事業
の諸元

河道掘削

総事業費
（億円）

36

事業期間 事業採択 令和3年度 完了

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：1,715戸
年平均浸水被害軽減面積：303ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

8,742 C:総費用(億円) 1,301 B/C 6.7 B-C 7,441
EIRR
（％）

20.5

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋8,464戸、農地806haの浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和50年8月、昭和56年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成24年9月にも浸水被害が発生し
た。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

残工期（+10%～-10%） 6.7 6.7
資産（-10%～+10%） 6.1 7.4

全体事業（B/C）

平成30年度

新規

1



利根別川 大規模特定河川事業 位置図

南利根別川

大規模特定河川事業

計画区間L=3.86km
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石狩川水系利根別川
いしかりがわ とねべつがわ

N

北海道岩見沢市
ほっかいどう いわみざわし

国土地理院の数値地図25000（地図画像）「栗沢、上幌向、岩見沢」を使用
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4

岩見沢市
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事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋3,779戸、農地632haの浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和22年9月、昭和56年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生した。
・現況流下能力が低いため、河道内調整地の整備等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道内調整地の整備等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

残工期（+10%～-10%） 1.7 1.7
資産（-10%～+10%） 1.5 1.9

全体事業（B/C）

平成30年度

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：42戸
年平均浸水被害軽減面積：133ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

1,151 C:総費用(億円) 682 B/C 1.7 B-C 469
EIRR
（％）

6.8

総事業費
（億円）

100

事業期間 事業採択 令和3年度 完了

実施箇所 北海道苫小牧市

主な事業
の諸元

河道内調整地

事業名
（箇所名）

安平川（下流工区）大規模特定河川事業
事業
主体

北海道
担当課 水管理・国土保全局治水課

残事業費（+10%～-10%） 1.6 1.8感度分析

担当課長名 藤巻　浩之

基準年度

令和13年度

新規

3



安平川（下流工区） 大規模特定河川事業 位置図
N

安平川水系安平川
あびらがわ あびらがわ

北海道苫小牧市
ほっかいどう とまこまいし

国土地理院の数値地図25,000（地図画像）「勇払、上厚真、追分、千歳、早来、ウトナイ湖、遠浅」を使用

大規模特定河川事業

計画区間L=5.20km
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苫小牧市
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事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋4,719戸、農地6,247haの浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、昭和36年7月、昭和41年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成28年8月にも浸水被害が発生し
た。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

残工期（+10%～-10%） 1.1 1.1
資産（-10%～+10%） 1.0 1.2

全体事業（B/C）

平成30年度

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：763戸
年平均浸水被害軽減面積：1,028ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

3,124 C:総費用(億円) 2,832 B/C 1.1 B-C 292
EIRR
（％）

4.4

総事業費
（億円）

30

事業期間 事業採択 令和3年度 完了

実施箇所 北海道中富良野町、上富良野町

主な事業
の諸元

河道掘削

事業名
（箇所名）

富良野川大規模特定河川事業
事業
主体

北海道
担当課 水管理・国土保全局治水課

残事業費（+10%～-10%） 1.1 1.1感度分析

担当課長名 藤巻　浩之

基準年度

令和8年度

新規

5



富良野川 大規模特定河川事業 位置図

大規模特定河川事業

計画区間L=2.83km

上富良野町

国土地理院の数値地図25,000（地図画像）「富良野、上富良野」を使用

N

石狩川水系富良野川
いしかりがわ ふらのがわ

北海道中富良野町
ほっかいどう なかふらのちょう

上富良野町
かみふらのちょう

K
P

1
3
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富良野市

中富良野町
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基準年度 平成30年度

全体事業（B/C）
残事業費（+10%～-10%） 2.0 2.0感度分析

2.0 2.0
資産（-10%～+10%） 1.8 2.2

事業名
（箇所名）

芭露川大規模特定河川事業
事業
主体

北海道
担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 北海道湧別町

主な事業
の諸元

橋梁架替、河道掘削

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和12年度

総事業費
（億円）

26

事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋1,266戸、農地1,011haの浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、平成4年9月、平成18年10月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生した。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：506戸
年平均浸水被害軽減面積：607ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

1,710 C:総費用(億円) 843 B/C 2.0 B-C 867
EIRR
（％）

7.6

残工期（+10%～-10%）

新規

7



芭露川 大規模特定河川事業 位置図

N

佐呂間別川水系芭露川
さろまべつがわ ばろうがわ

北海道湧別町
ほっかいどう ゆうべつちょう芭露川

大規模特定河川事業

計画区間L=3.00km
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湧別町

サロマ湖

国土地理院の数値地図25,000（地図画像）「サロマ湖、網走、遠軽、中湧別、端野、生田原」を使用

8
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事業の効
果等

・改修の目標とする規模の洪水に対して、家屋5,967戸、農地5haの浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和元年10月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価専門委員会を開催し、事業を継続することは妥当の評価結果となってい
る。

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該地域は、平成25年9月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生した。
・現況流下能力が低いため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を軽減する必要がある。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等による河積の拡大を行い、改修の目標とする規模の洪水に対して浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

残工期（+10%～-10%） 1.8 1.8
資産（-10%～+10%） 1.6 2.0

全体事業（B/C）

令和元年度

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：517戸
年平均浸水被害軽減面積：54ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

717 C:総費用(億円) 399 B/C 1.8 B-C 318
EIRR
（％）

6.9

総事業費
（億円）

33

事業期間 事業採択 令和3年度 完了

実施箇所 北海道釧路市、釧路町

主な事業
の諸元

河道掘削

事業名
（箇所名）

別保川大規模特定河川事業
事業
主体

北海道
担当課 水管理・国土保全局治水課

残事業費（+10%～-10%） 1.7 1.9感度分析

担当課長名 藤巻　浩之

基準年度

令和8年度

新規

9



別保川 大規模特定河川事業 位置図

大規模特定河川事業

計画区間L=7.60km
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釧路川水系別保川
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別保川L=5.40km

オビラシケ川
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サンタクンベ川
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国土地理院の数値地図25000（地図画像）「大楽毛、遠矢、上尾幌、釧路港、釧路、昆布森」を使用

釧路市
釧路町
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担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

基準年度 令和２年度

＜解決すべき課題・背景＞
・堤防の高さが低く断面も不十分なことから洪水時には溢水・破堤氾濫を生じる恐れがあり、現況流下能力も低い
・平成11年、14年の洪水では橋梁が支障となり交通途絶など甚大な被害が発生している

＜達成すべき目標＞
・昭和橋ほか1橋の架替及び河道の整備を集中的に実施し、早期の浸水被害の軽減を図る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する

事業名
（箇所名）

気仙川大規模特定河川事業
事業
主体

岩手県

実施箇所 岩手県陸前高田市・気仙郡住田町

主な事業
の諸元

築堤工、掘削工、護岸工、橋梁架替工

総事業費
（億円）

20

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和１２年度

その他
＜岩手県の事業評価状況＞
令和２年度に再評価を実施し、事業の継続が適切と評価している。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：75戸
年平均浸水被害軽減面積：142.4ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

64.24 C:総費用(億円) 50.04 B/C 1.28 B-C 14
EIRR
（％）

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　 1.24～1.33
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　　1.28～1.29
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　 1.11～1.37

事業の効
果等

流下断面が不足している区間の河道改修、橋梁架替えを実施することにより、治水安全度が向上され浸水被害の軽減が図れる。

5.4

目的・必要
性

新規

11



気仙川水系気仙川大規模特定河川事業位置図

位置図

気仙川水系 気仙川

大

規

模

特

定

河

川

事

業けせんがわ けせんがわ

陸前高田市

住田町

大規模特定河川事業事業区間 L=12,800m
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～
～
～

基準年度 平成３０年度

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 2.3 2.4感度分析

2.3 2.3
資産（-10%～+10%） 2.1 2.6

事業名
（箇所名）

芋川大規模特定河川事業
事業
主体

秋田県
担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 秋田県由利本荘市

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤工、橋梁架替等

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和12年度

総事業費
（億円）

22

事業の効
果等

・平成10年8月豪雨に対して、浸水被害を解消する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年12月に学識経験者等による第三者から構成される秋田県公共事業評価専門委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・芋川の氾濫区域内には由利本荘市（旧大内町）の中心部、国道105号等が存在しているが、現況流下能力が低く、直近では平成29年7月豪雨
により浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床上浸水15戸、床下浸水34戸の甚大被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、河川整備計画に定められた平成10年8月豪雨に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：45戸
年平均浸水被害軽減面積：21ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

2,119 C:総費用(億円) 893 B/C 2.3 B-C 1,226
EIRR
（％）

6.2

残工期（+10%～-10%）

新規

13



芋川大規模特定河川事業位置図

大規模特定河川事業 計画区間L=6.65km

子吉川水系 芋川
こよしがわ いもかわ

位置図

北福田橋

徳沢橋

加賀沢橋

市道加賀沢橋

H10.8月浸水範囲
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担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

基準年度 令和元年度

＜解決すべき課題・背景＞
・下内川は大館市沼館地区や松木地区の住宅地を流下しており、無堤区間がある等流下能力が著しく低い区間があり、
平成25年8月豪雨では浸水被害が発生した。
・当該豪雨では、床上浸水51戸、床下浸水33戸を含む101haの甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、
早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、河川整備計画に定められた平成25年8月豪雨に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止、減災を推進する。

事業名
（箇所名）

下内川大規模特定河川事業
事業
主体

秋田県

実施箇所 秋田県大館市

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤、護岸、頭首工

総事業費
（億円）

17

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和１０年度

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和元年11月に学識経験者等による第三者から構成される秋田県公共事業評価委員会を開催し、県の方針を可とした答申を得ている。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：13戸
年平均浸水被害軽減面積：10ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

65 C:総費用(億円) 35 B/C 1.8 B-C 31
EIRR
（％）

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　1.7   ～ 2.0
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　　 　2.0   ～ 1.8
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　　1.7　～ 2.0

事業の効
果等

平成25年8月豪雨に対して、浸水被害を解消する。

4.4

目的・必要
性

新規
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下内川大規模特定河川事業位置図

大規模特定河川事業 計画区間L=2.36km

位置図 米代川水系 下内川
よねしろがわ しもないがわ

沼館橋

松木橋

高館橋

石神頭首工

餅田沼館頭首工

H25.8月浸水範囲
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担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

基準年度 平成３０年度　※確認できる資料を

＜解決すべき課題・背景＞
・阿武隈川本川の背水影響区間において、堤防の高さが低く断面も不十分なことから洪水時には溢水・破堤氾濫を生じる恐れがある。
・令和元年東日本台風では、浸水面積50ha、家屋約３０戸の大規模な浸水被害が発生している。

＜達成すべき目標＞
　築堤・護岸を施工して阿武隈川本川の計画堤防高まで整備することで、早期の浸水被害の解消を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業名
（箇所名）

佐久間川大規模特定河川事業
事業
主体

福島県

実施箇所 福島県桑折町

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤等

総事業費
（億円）

8

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和6年度

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　令和3年2月に学識経験者より意見を伺っている。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数16戸
年平均浸水被害軽減面積：2.0ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

44.42 C:総費用(億円) 7.5 B/C 5.9 B-C 37
EIRR
（％）

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　  5.4　～ 6.5
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　 5.7　～ 6.2
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　  5.3　～ 6.5

事業の効
果等

・令和元年東日本台風と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

25

目的・必要
性

新規
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佐久間川 大規模特定河川事業位置図

位置図 佐久間川

大規模特定河川事業 L ＝250m
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担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

基準年度 平成３０年度　※確認できる資料を

＜解決すべき課題・背景＞
・阿武隈川本川の背水影響区間において、堤防の高さが低く断面も不十分なことから洪水時には溢水・破堤氾濫を生じる恐れがある。
・令和元年東日本台風では、浸水面積100ha、家屋約6戸、公共施設（県浄化センター）の大規模な浸水被害が発生している。

＜達成すべき目標＞
　築堤・護岸を施工して阿武隈川本川の計画堤防高まで整備することで、早期の浸水被害の解消を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減。
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

事業名
（箇所名）

滝川大規模特定河川事業
事業
主体

福島県

実施箇所 福島県国見町、伊達市

主な事業
の諸元

河道掘削、築堤等

総事業費
（億円）

15

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和6年度

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
  令和3年2月に学識経験者より意見を伺っている。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数16戸
年平均浸水被害軽減面積：2.0ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

100.10 C:総費用(億円) 13.48 B/C 7.4 B-C 87
EIRR
（％）

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　  6.8　～ 8.2
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　 7.1　～ 7.7
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　  6.7　～ 8.2

事業の効
果等

・令和元年東日本台風と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

43.8

目的・必要
性

新規
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滝川 大規模特定河川事業位置図

位置図 滝川

県北浄化センター

大規模特定河川事業 L ＝1,140m

破堤
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事業の効
果等

・桜川中流域における浸水被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年3月に学識者等による第三者から構成される茨城県河川整備計画検討委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

10.6

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　10.4　～　10.5
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　　10.4　～　10.5
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　  9.4　～　11.5

10.4 B-C 12,696C:総費用(億円) 1345.4 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：560戸
年平均浸水被害軽減面積：324ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２8年度
B:総便益
(億円)

14,041.14

総事業費
（億円）

17

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該河川は、河道が未整備であり、流下能力が不足しているため、豪雨時には宅地や農地に浸水被害が発生している。
・令和元年東日本台風では大規模な浸水被害が発生した。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等を実施することで流下能力を向上させ、浸水被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

河道掘削

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和7年度

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 茨城県つくば市、土浦市

事業名
（箇所名）

桜川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
茨城県

新規
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桜川大規模特定河川事業位置図
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位置図

利根川水系 桜川
とねがわ さくらがわ

つくば市

土浦市
大規模特定河川事業

L=2,000m

桜
川
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事業名
（箇所名）

恋瀬川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
茨城県

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 茨城県石岡市、かすみがうら市

主な事業
の諸元

河道掘削

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和7年度

総事業費
（億円）

10

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該河川は、河道が未整備であり、流下能力が不足しているため、豪雨時には宅地や農地に浸水被害が発生している。
・平成26年10月洪水では、上流域で大規模な浸水被害が発生した。

＜達成すべき目標＞
・河道掘削等を実施することで流下能力を向上させ、浸水被害の軽減を図る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

C:総費用(億円) 768.2 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：560戸
年平均浸水被害軽減面積：324ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成２8年度
B:総便益
(億円)

2,896.62

事業の効
果等

・恋瀬川中流部の流下阻害が解消され、上流域における浸水被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年3月に学識者等による第三者から構成される茨城県河川整備計画検討委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得ている。

EIRR
（％）

11.5

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　3.5　～　3.9
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　　3.6　～　3.9
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　3.5　～　3.9

3.8 B-C 2,128

新規
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恋瀬川大規模特定河川事業位置図

位置図

利根川水系 恋瀬川
とねがわ こいせがわ

霞ヶ浦

かすみがうら市

石岡市

大規模特定河川事業
L=2,500m
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事業の効
果等

・平成10年8月洪水と同等の降雨に対して、浸水被害を解消させる。
（浸水面積：　35ha　→　0ha、浸水家屋　63戸　→　0戸）
・平成27年9月関東・東北豪雨及び令和元年東日本台風と同規模の洪水に対して、浸水被害を軽減させる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和2年11月9日に学識者等による第三者から構成される公共事業評価委員会を開催し、本事業について妥当と評価を得ている。

EIRR
（％）

17.4

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　3.9　～　4.7
 残工期　　（＋10％ ～ －10％） 　 　　 　　 4.2　～　4.3
　資産　　  （－10％ ～ ＋10％） 　　 　　　　4.7　～　3.8

4.3 B-C 80.3

担当課長名 藤巻　浩之
事業
主体

栃木県

C:総費用(億円) 24.5 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：30戸
年平均浸水被害軽減面積：12.8ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和2年度
B:総便益
(億円)

104.80

総事業費
（億円）

27

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該区間は未改修区間で、河道断面も不十分なことから洪水時には溢水・越水氾濫を生じる恐れがあり、現況流下能力も低い。
・平成27年9月関東・東北豪雨（浸水戸数：55戸）及び令和元年東日本台風（浸水戸数：109戸）と二度に渡り大規模な連続災害が発生している。

＜達成すべき目標＞
・築堤・護岸を施工して流下能力の向上を図るとともに、調節池整備による流量低減、橋梁架替等の整備を行い、平成10年8月洪水と同等の降
雨に対して、浸水被害を解消させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

堤防、護岸改修、河床整正、調節池設置、橋梁の改築

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和12年度

主な事業
の諸元

実施箇所 栃木県宇都宮市

事業名
（箇所名）

姿川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課

新規
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事業名
（箇所名）

名草川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
栃木県

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 栃木県足利市

主な事業
の諸元

堤防、護岸改修、堰・樋管の改築、河床整正、橋梁の改築

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和１２年度

総事業費
（億円）

42

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該河川の本区間は、未改修区間で、河道断面が狭小で堤防断面も不足しており、令和元年東日本台風の豪雨による洪水等で甚大な浸水
被害が発生している。

＜達成すべき目標＞
・築堤、河道掘削を実施することで、流下能力不足区間を整備し、平成3年8月の降雨規模の洪水と同等の洪水に対して、浸水被害を解消させ
る。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

令和２年度
B:総便益
(億円)

450.6 C:総費用(億円) 34.3 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：388戸
年平均浸水被害軽減面積：38ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

平成3年8月の降雨規模の洪水と同等の洪水に対して、浸水被害を解消させる。
（浸水面積：106ha　→　0ha、浸水家屋　1,038戸　→　0戸）

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和2年2月に第2回栃木県河川整備計画懇談会（渡良瀬川上流圏域）を開催し、本事業について妥当と評価を得ている。

EIRR
（％）

26

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　14.6　～　11.9
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　 13.1  ～   13.1
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　  11.8  ～   14.4

13.1 B-C 416

新規
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大規模特定河川事業　事業計画（全体計画概要図）

事業者：栃木県

位置図

一級河川名草川

足利市利保町

平面

図

：R1.10月出水 浸水範

囲

事業区間Ｌ＝ ２,０００

ｍ
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事業名
（箇所名）

旗川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
栃木県

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 栃木県足利市

主な事業
の諸元

河道掘削、堤防、護岸改修、橋梁の改築

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和１０年度

総事業費
（億円）

19

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該河川の本区間は、未改修区間で、河道断面が狭小で堤防断面も不足しており、令和元年東日本台風の豪雨による洪水等で甚大な浸水
被害が発生した。

＜達成すべき目標＞
・築堤、河道掘削を実施することで、流下能力不足区間を整備し、令和元年東日本台風の浸水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

令和２年度
B:総便益
(億円)

167.2 C:総費用(億円) 16.2 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：80戸
年平均浸水被害軽減面積：45ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

下流直轄区間の整備状況を踏まえ、築堤、河道掘削を実施することで、流下能力不足区間を整備（暫定300m3/s）し、令和元年東日本台風の
浸水被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和2年2月に第2回栃木県河川整備計画懇談会（渡良瀬川上流圏域）を開催し、本事業について妥当と評価を得ている。

EIRR
（％）

24.8

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　9.4～11.8
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　   10.3～10.5
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　  9.3～11.3

10.3 B-C 151

新規
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大規模特定河川事業　事業計画（全体計画概要図）

事業者：栃木県

位置図

一級河川旗川

足利市寺岡町
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事業名
（箇所名）

男井戸川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
群馬県

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 群馬県伊勢崎市

主な事業
の諸元

河道改修

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和７年度

総事業費
（億円）

24

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・改修区間の沿川地域は人家が密集しており、河道の断面不足が著しく、溢水被害を防ぐことは出来ない状況である
・水位上昇による沿川地域での内水被害も頻繁に起きており、県道や小中学校など公共施設への影響も非常に大きい
＜達成すべき目標＞
　築堤・護岸を施工して流下能力の向上を図る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

令和元年度
B:総便益
(億円)

94.21 C:総費用(億円) 71.1 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：76戸
年平均浸水被害軽減面積：8.5ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・築堤・河道掘削を実施することにより、20m3/sの河道断面を確保し、浸水被害の軽減を図る。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和２年9月に学識者等による第三者から構成される第48回群馬県公共事業再評価委員会を開催し、事業継続とした答申を得ている。

EIRR
（％）

5.4

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　　1.3～1.4
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　　 　　1.3 ～1.4
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　　　1.5～1.2

1.3 B-C 23

新規
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男井戸川大規模特定河川事業位置図
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位置図

大規模特定河川事業

延長L=1,200m
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利根川水系男井戸川

32



事業の効
果等

印旛沼流域の浸水被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和3年1月に学識者等による第三者から構成される公共事業評価審議会を開催し、事業継続を可とした意見を得ている。

EIRR
（％）

12.62

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　 5.4　　～　　5.7
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　5.5　　～　　5.6
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　 5.3　　～　　5.8

5.5 B-C 2,684C:総費用(億円) 588.96 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：1,061戸
年平均浸水被害軽減面積：2,700ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和２年度
B:総便益
(億円)

3,272.91

総事業費
（億円）

35.5

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・長門川は堤防の高さが低く断面も不十分なことから、現況流下能力が不足している
・印旛沼流域では、平成25年10月（浸水戸数：104戸）及び令和元年10月（浸水戸数：73戸）と二度に渡り大規模な浸水被害が発生しており、印
旛沼の水位をより早く低下させるため、排水能力の向上が求められている

＜達成すべき目標＞
　印旛沼から利根川への排水流路となる長門川の掘削・護岸を施工して流下能力を向上させることにより、印旛沼流域の排水能力の向上を図
る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害による被害の軽減
・施策目標：水害の防止・減災を推進する

主な事業
の諸元

掘削、護岸、樋門樋管、水門、用地買収等

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和７年度

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 千葉県印西市、印旛郡栄町

事業名
（箇所名）

長門川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
千葉県

新規
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大規模特定河川事業
長門川 L=4,275m

北印旛沼

西印旛沼

利根川→

印旛捷水路

↑長門川

←高崎川

鹿島川↑

長門川大規模特定河川事業 位置図

位置図 千葉県

長門川

34



事業の効
果等

　当該事業を実施することで、時間50㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させることができる。加えて、調節池の整備等を実施することで、時
間75㍉の降雨により生じる洪水を安全に流下させることができる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和2年8月に学識者等による第三者から構成される東京都事業評価委員会を開催し、事業を継続することが妥当とする評価結果となっている。

EIRR
（％）

23%

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　4.8～5.6
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　  4.8 ～5.7
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　  　4.7～5.7

5.2 B-C 1,266C:総費用(億円) 302 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：476戸
年平均浸水被害軽減面積：6.7ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 令和２年度
B:総便益
(億円)

1,568.00

総事業費
（億円）

29

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・石神井川では、近年大規模な豪雨に伴う被害が頻発している。
・特に平成17年9月の時間100㍉を超える集中豪雨により、流域内で甚大な浸水被害が発生した。
・石神井川の対象区間は護岸が未整備であり、川幅が狭く、水害が発生する危険性が高い。
・このため、護岸整備及び橋梁架替を集中的に実施し、治水安全度の早期向上を図る。

＜達成すべき目標＞
　時間５０㍉降雨により生じる洪水を安全に流下させる。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による浸水被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

石神井川における護岸整備及び橋梁架替

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和10年度

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 東京都練馬区

事業名
（箇所名）

石神井川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
東京都

新規
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荒川水系石神井川大規模特定河川事業
位置図

練馬区

位置図

平面図

大規模特定河川事業区間
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事業の効
果等

・整備計画規模（時間雨量約60mm）の降雨に対する洪水に対して、浸水被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成27年4月の河川整備計画策定にあたり、学識者等による第三者から構成される神奈川県河川委員会を開催し、河川整備を可とした答申を
得ている。

EIRR
（％）

11.2

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　2.3  ～ 2.8
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　　2.5  ～ 2.5
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　 2.3　～ 2.8

2.5 B-C 1,710C:総費用(億円) 1131 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：825戸
年平均浸水被害軽減面積：80ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成27年度
B:総便益
(億円)

2,840

総事業費
（億円）

9

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・境川は、藤沢市等の住宅密集地を流下しており、現況流下能力が低く、昭和41年台風第4号により浸水被害が発生。
・当該台風では、床上浸水4,972戸、床下浸水4,710戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必
要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、整備計画規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

河床掘削

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和７年度

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 神奈川県藤沢市

事業名
（箇所名）

境川（下流）【朝日町工区】大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
神奈川県

新規
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境川（下流）【朝日町工区】大規模特定河川事業位置図 
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L=約 900m 
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事業名
（箇所名）

小出川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
神奈川県

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 神奈川県茅ケ崎市、寒川町

主な事業
の諸元

遊水地整備、護岸

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和12年度

総事業費
（億円）

55

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・小出川は、茅ケ崎市や寒川町等の住宅密集地を流下しており、現況流下能力が低く、平成26年台風第18号により浸水被害が発生。
・当該台風では、床上浸水8戸、床下浸水71戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要があ
る。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、整備計画規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成30年度
B:総便益
(億円)

355 C:総費用(億円) 254 B/C

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：112戸
年平均浸水被害軽減面積：10ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

・整備計画規模（時間雨量約50mm）の降雨に対する洪水に対して、浸水被害が軽減される。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成30年10月に学識者等による第三者から構成される神奈川県県土整備局公共事業評価委員会を開催し、河川整備を可とした答申を得てい
る。

EIRR
（％）

6.0

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　1.3  ～ 1.5
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　　1.5  ～ 1.4
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　 1.3　～ 1.5

1.4 B-C 101

新規
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小出川大規模特定河川事業位置図 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

小出川河川改修箇所 
L=約 740m 
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感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　1.69 ～ 1.72
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　 1.70 ～ 1.70
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　  1.54 ～ 1.86

事業の効
果等

・浸水被害が生じた現況河川周辺地域の浸水被害を軽減する。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　平成30年11月に学識者等による第三者から構成される横浜市公共事業評価委員会を開催し、河川整備を妥当とした答申を得ている。

便益の主
な根拠

年平均浸水被害軽減戸数：1,257戸
年平均浸水被害軽減面積：21ha

事業全体
の投資効
率性

B:総便益
(億円)

4,307 C:総費用(億円) 2,532 B/C 1.7 B-C 1,775
EIRR
（％）

7.5

目的・必要
性

令和12年度

総事業費
（億円）

16.2

事業期間 事業採択 令和3年度 完了

神奈川県横浜市

主な事業
の諸元

護岸、橋梁工等

事業名
（箇所名）

今井川大規模特定河川事業
事業
主体

横浜市

実施箇所

基準年度 平成３０年度

＜解決すべき課題・背景＞
・平成5年の大雨では床下浸水358戸・床上浸水225戸、平成16年の台風22号では床下浸水49戸・床上浸水65戸もの甚大な浸水被害が発生し
た。
　このことから、早期の浸水被害の軽減が求められている。

＜達成すべき目標＞
　護岸等の整備による治水安全度の向上により、浸水想定区域における浸水被害を軽減する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による浸水被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

担当課 水管理・国土保全局治水課
担当課長名 藤巻　浩之

新規
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今井川大規模特定河川事業位置図

位置図

かたびらがわ いまいかわ

帷子川水系今井川

今井川→

今井川大規模特定河川事業延長

L=270m

平面図
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事業の効
果等

当該事業を実施することにより、 浸水区域の軽減により人家等の被害軽減が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年度に濁川を含む圏域における河川整備計画の策定（変更）にあたり、学識経験者により第三者から構成される策定検討委員会を開催
し、計画内容について可とする答申を得ている。

EIRR
（％）

26.5

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　 　12.6　　～　　14.9
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 13.2　  ～　　16.9
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　12.3　　～    15.0

13.67 B-C 595C:総費用(億円) 46.97 B/C

便益の主
な根拠

浸水被害軽減戸数：2,045戸
浸水被害軽減面積：48ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度 平成28年度
B:総便益
(億円)

642.20

総事業費
（億円）

6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・濁川は甲府市の市街地を流下しており、現況流下能力が低く、平成16年の豪雨等で浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床下浸水97戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、50年に１回の確率規模の豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

主な事業
の諸元

掘削護岸

事業期間 事業採択 令和3年度 完了 令和９年度

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 山梨県甲府市

事業名
（箇所名）

濁川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山梨県

新規
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富士川水系濁川

濁川大規模特定河川事業 位置図

濁川大規模特定河川事業 Ｌ＝３３０ｍ
荒川

藤川

高倉川
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～
～
～

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 山梨県富士吉田市

事業名
（箇所名）

入山川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山梨県

主な事業
の諸元

掘削護岸工、橋梁工

事業期間 事業採択 令和２年度 完了 令和７年度

総事業費
（億円）

5.2

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・入山川は、富士吉田市の市街地を流下しており、現況流下能力が低く、昭和58年の豪雨等で浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床上浸水67戸、床下浸水78戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要があ
る。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、20年に１回の確率規模の豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

令和元年度
B:総便益
(億円)

63.40 C:総費用(億円) 5.7 B/C 11.1 B-C 58

便益の主
な根拠

浸水被害軽減戸数：54戸
浸水被害軽減面積：4ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
浸水区域の軽減により人家・農地等の被害軽減が図られる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
令和元年度に、入山川を含む圏域における河川整備計画の策定にあたり、学識経験者による第三者から構成される策定検討委員会を開催
し、計画内容について可とする答申を得ている。

EIRR
（％）

49.5

感度分析

全体事業（Ｂ／Ｃ）
残事業費（+10%～-10%） 10.1 12.3
残工期（+10%～-10%） 10.9 11.3
資産（-10%～+10%） 10.0 12.2

＜新規事業採択時評価＞
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入山川大規模特定河川事業 位置図

相模川水系入山川

入山川大規模特定河川事業 Ｌ＝５００ｍ
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事業名
（箇所名）

平等川大規模特定河川事業
担当課 水管理・国土保全局治水課 事業

主体
山梨県

担当課長名 藤巻　浩之

実施箇所 山梨県笛吹市春日居町

主な事業
の諸元

掘削護岸

事業期間 事業採択 令和３年度 完了 令和９年度

総事業費
（億円）

6

目的・必要
性

＜解決すべき課題・背景＞
・平等川は、笛吹市の家屋連担地域を流下しており、現況流下能力が低く、平成12年豪雨による破堤等で浸水被害が発生。
・当該豪雨では、床下浸水28戸の甚大な被害が発生したことから、流下能力不足区間について、早急に整備を進める必要がある。

＜達成すべき目標＞
・流下能力不足区間を整備し、30年に１回の確率規模の豪雨と同規模の洪水に対して、浸水被害を解消する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：水害等災害による被害の軽減
・施策目標：水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

平成28年度
B:総便益
(億円)

298.3 C:総費用(億円) 7.8 B/C

便益の主
な根拠

浸水被害軽減戸数：226戸
浸水被害軽減面積：330ha

事業全体
の投資効
率性

基準年度

事業の効
果等

　当該事業を実施することにより、
① 浸水区域の軽減による人家等の被害軽減が図られる。
② 浸水想定深を低減し、人命保護に大きく寄与できる。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
平成28年度に、平等川を含む圏域における河川整備計画の策定（変更）にあたり、学識経験者による第三者から構成される策定検討委員会を
開催し、計画内容について可とする答申を得ている。

EIRR
（％）

3.98

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全体事業（B/C）
残事業費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　　36.2　～  40.2
 残工期　　（＋10％ ～ －10％）　　　 　　 　37.7   ～ 38.5
　資産　　　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　　34.3　～  41.9

38.1 B-C 290.5

新規
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平等川大規模特定河川事業 位置図

富士川水系平等川

山沢川

平等川
平等川大規模特定河川事業 Ｌ＝６００ｍ
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